
1　会計別内訳

区分 前年度同期比 当初予算比

会計名 （前年度同期額） （当初予算額）

7.4% 1.8%

(32,219,351) (34,000,000) 

令和５年度補正予算（4月24日付専決）の概要

（単位　千円）

補正前の額 補正額 補正後の額 備　　　　　　考

一 般 会 計 34,000,000 610,342 34,610,342
「２　一般会計歳出予算
の補正内容」のとおり
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2　一般会計歳出予算の補正内容

款 項 事業名 概　　要 金額

3 民生費 1 社会福祉費

437,542 246,350

2 児童福祉費

191,192

（単位　千円）

新型コロナウイルス緊急
対策事業

○物価高騰等の影響を受けている住民税非課税世帯等に対
　する支援に要する経費
　＜価格高騰重点支援給付金＞
　・支給対象　　令和5年度住民税均等割非課税世帯及び
　　　　　　　　家計急変世帯
　・支給額　　　１世帯当たり30,000円
　・対象世帯数　約7,700世帯

246,350

新型コロナウイルス緊急
対策事業

○子育て世帯に対する生活支援特別給付金の支給に要する
　経費（104,826千円）
　＜ひとり親世帯＞
　・支給対象　　令和5年3月分児童扶養手当受給者、公的
　　　　　　　　年金給付等受給者及び家計急変者
　・支給額　　　対象児童1人につき50,000円
　・対象児童数　約1,100人
　＜その他の世帯＞
　・支給対象　　令和4年度低所得の子育て世帯生活支援
　　　　　　　　特別給付金受給者及び家計急変者
　・支給額　　　対象児童1人につき50,000円
　・対象児童数　約900人

○物価高騰等の影響を受けている子育て世帯に対する支援
　に要する経費（86,366千円）
　＜子育て世帯応援金＞
　・支給対象　　令和5年5月1日現在、平成17年4月2日以降
　　　　　　　　に生まれた子ども（高校生までの年齢の
　　　　　　　　児童）のいる世帯
　・支給額　　　1世帯当たり12,000円
　・対象世帯数　約7,000世帯

191,192
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款 項 事業名 概　　要 金額

（単位　千円）

7 商工費 1 商工費

172,800 172,800

歳出予算計 610,342

新型コロナウイルス緊急
対策事業

○物価高騰等の影響を受けている中小事業者等に対する
　支援に要する経費
＜中小企業・小規模事業者物価高騰対策支援金＞
　・支給対象　　　市内の中小企業及び小規模事業者
　・支給額　　　　従業員数　 0人～ 9人 　60,000円
　　　　　　　　　従業員数　10人～19人　120,000円
　　　　　　　　　従業員数　20人～29人　200,000円
　　　　　　　　　従業員数　30人～39人　300,000円
　　　　　　　　　従業員数　40人～49人　400,000円
　　　　　　　　　従業員数　50人～　　　500,000円
　・対象事業者数　約2,000事業者

172,800
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